
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

引き続き必要に応じ審議会を開催し、住宅施策に関する重要事項について調査審議する。

目標に対

する成果

の状況

条例改正について委員から意見をいただき施策に反映することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 964 1,455 1,092 1,207

826 826 826

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度

概　算

人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

832

132 629 266

Aの

財源

360 695 571 381

予

算

額

前年度繰越

当初予算 360

補正予算

695 571

695 571 381

合計（A) 360 381

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

住宅審議会の開催 直接

　・一次一括法に伴う条例改正（入居収入基準、整備

　　基準）

　・県営住宅の整備手法について

571 266 381

合計

E-mail jutaku@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 長野県住宅審議会条例

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

事業番号 １０ ０８ ０１ 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 住宅総務費住宅総務費住宅総務費住宅総務費
担

当

課

部局 建設部

実施期間 S44 ～

課・室 住宅課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  

571 266 381

調査・審議結果を住宅施策に反映する。

住宅施策に関する重要事項について調査審議する。

住生活基本計画の策定、県営住宅に関する条例の改正等、県の住宅施策に関する重要事項について、県からの諮問等により、計画的に

審議が行われている。（H23　5回開催）

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

成果目標の達成状況

項目


